
山梨県介護福祉士修学資金等貸付事業補助金交付要綱 
 
（通 則） 
第１条 山梨県介護福祉士修学資金等貸付事業補助金については、予算の範囲内において交付するも

のとし、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）の規定

によるほか、この交付要綱の定めるところによる。 
 
（目 的） 
第２条 この補助金は、次の各号に掲げる介護福祉士修学資金等貸付事業を実施し、県内の福祉・介

護人材の育成及び確保並びに定着を支援することを目的とする。 
 （１）介護福祉士修学資金貸付事業 

社会福祉士及び介護福祉法（昭和６２年法律第３０号。以下「法」といいう。）第３９条第１

号から第３号まで（社会福祉士及び介護福祉士法の一部を改正する法律（平成１９年法律第１

２５号）附則第２条第３項の規定により行うことができることとされている同法第３条による

改正後の社会福祉士及び介護福祉士法第４０条第２項第１号から第３号までを含む。）の規定に

基づき、文部科学大臣及び厚生労働大臣の指定した学校又は都道府県知事の指定した養成施設

に在学し、介護福祉士の資格の取得を目指す学生に対し、修学資金を貸し付ける事業 
 （２）介護福祉士実務者研修受講資金貸付事業 
    法第４０条第２項第２号に規定する文部科学大臣及び厚生労働大臣の指定した学校又は都道 

府県知事の指定した養成施設に在学し、介護福祉士の資格の取得を目指す学生に対し、修学資 
金を貸し付ける事業 

 （３）離職した介護人材の再就職準備金貸付事業 
    介護人材としての一定の知識及び経験を有する者に対し、再就職のための準備資金を貸し付

ける事業 
 （４）社会福祉士修学資金貸付事業 
    法第７条第２号又は第３号の規定に基づき文部科学大臣及び厚生労働大臣の指定した学校又 
   は都道府県知事の指定した養成施設に在学し、社会福祉士の資格の取得を目指す学生に対し修 
   学資金を貸し付ける事業 
 
（交付の対象） 
第３条 この補助金は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１１０条に規定する社会福祉協議

会（以下「県社会福祉協議会」という。）が、介護福祉士修学資金等貸付制度実施要綱（平成２８年

３月２日付け厚生労働省発社援第０３０２第１０号。厚生労働事務次官通知の別紙）等に基づいて

行う事業（以下「事業」という。）に対し、次の各号に定める経費を交付の対象とする。 
 （１）介護福祉士修学資金等貸付事業に要する貸付金の原資 
 （２）介護福祉士修学資金等貸付事業の事務に要する経費 
 
（交付額の算定） 
第４条 この補助金の交付額は、次の各号に定める額とする。 
（１）事業に必要な前条の経費のうち、厚生労働大臣が必要と認めた額であって、知事が平成２８

年度に定額として交付する額。 
（２）事業の実績に応じた前条の経費に１０分の１を乗じて得た額。ただし、本号の毎年度の交付

額の累計は、前号を９で除した額を上限とする。 
 
（交付の条件） 
第５条 交付の決定には、次の条件を付すものとする。 
（１）第３条第２号に定める介護福祉士修学資金等事業の事務に要する経費については、予算の範

囲内で別途示す額を限度とし、その対象経費は、社会福祉協議会の職員の給与に関する規程に

より貸付事務担当職員に支給した職員俸給、賃金、諸手当及び社会保険事業主負担金並びに社

会福祉協議会の旅費に関する規程により支給した旅費及び貸付事務の運営に要する庁費（報償



費、消耗品費、印刷製本費、光熱水費、使用料、賃借料、通信運搬費、手数料、委託料、備品

購入費）とする。 
（２）県社会福祉協議会長（以下「会長」という。）は、事業の内容を変更しようとする場合は、別

紙様式第２により、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 
  （３）会長は、事業を中止し、又は廃止しようとする場合には、別紙様式第３により、あらかじめ

知事の承認を受けなければならない。 
 （４）会長は、事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械及び器具に

ついては、知事が別に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けないで、補助金の交付の

目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。 
 （５）会長は、知事の承認を受けて、前号の規定により財産を処分することにより収入があった場

合には、その収入の全部又は一部を県に返還するものとする。 
 （６）会長は、事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても

善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。 
 （７）会長は、事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合又は事業の遂行が困難になった場

合には、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 
 （８）会長は、事業を廃止した場合には、知事の定めるところにより返還された貸付金及び廃止し

た時点における貸付原資等の残余額の全額を県に返還しなければならない。 
 （９）会長は、前号の規定による返還金のうち、未貸付金及び事務費については、廃止後ただちに、

廃止年度以降、返還された貸付金については、毎年４月３０日までに県に返還しなければなら

ない。 
 （10）会長は、知事の承認を受けて事業を廃止する場合には、現に貸し付けている貸付金の状況及

び当該貸付金の償還計画等を知事に報告するとともに、事業を廃止する時期までの各年度にお

ける補助金の額の合計額を限度として、知事が定める額を県に返還しなければならない。 
 （11）会長は、事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証

拠書類を整備し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了日（事業の中止又は廃止の承認を受

けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度終了後５年間保管しておかなければならな

い。 
 
（申請手続） 
第６条 会長は、この補助金の交付申請について、別紙様式第１による申請書を別に定める日までに

知事に提出して行うものとする。 
 
（補助金の交付） 
第７条 この補助金は、次条の規定による事業実績報告書に基づき交付するものとする。ただし、特

に知事が必要と認める場合は概算払により交付することができる。 
２ 会長は、補助金の概算払を受けようとする場合は、別紙様式第４による補助金概算払請求書を知

事に提出するものとする。 
 
（事業実績報告） 
第８条 会長は、事業に係る実績報告について、事業が完了したときから起算して１か月を経過した

日又は事業が完了した年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い期日までに、別紙様式第５による

報告書を知事に提出して行うものとする。 
 
（その他） 
第９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は知事が別に定める。 
 
 
  附 則 
この要綱は、平成２５年３月２２日から施行する。 
この要綱は、平成２８年９月１５日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 
 


